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現　

行

改
正
後

出場手当
日　　額

1,600円

⬇

8,000円

７時間45分未満
の訓練等の場合
は別に定める額

報 酬 額
月　　額

2,400円

⬇

3,100円

（ ）
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こ
れ
ま
で
長
き
に
わ
た
り
人
権
擁
護
委
員
を
務
め
て
い
た
だ
い
た

岩
田
良
子
氏
が
、
６
月
30
日
で
任
期
満
了
と
な
る
た
め
、
新
任
の
人

権
擁
護
委
員
の
候
補
者
を
法
務
大
臣
に
推
薦
す
る
こ
と
を
議
会
が
同

意
し
ま
し
た
。

�

《
全
員
賛
成
》

人
権
擁
護
委
員
に
清
水
氏
を
推
薦

清
し

水
みず

　秀
ひで

夫
お

 氏
（長岡）

令和４年７月１日
から

令和７年６月30日
まで

任期

条例
改正

　

被
保
険
者
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
に
、
国
民
健
康
保
険
税
の
被

保
険
者
均
等
割
額
を
引
き
下
げ
、
併
せ
て
軽
減
判
定
さ
れ
た
被
保
険

者
均
等
割
額
を
改
め
る
条
例
の
改
正
案
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。�

�

《
全
員
賛
成
》

　

昨
年
の
人
事
院
勧
告
に
基
づ
き
、
国
家
公
務
員
の
期
末
手
当
の
支

給
月
数
が
改
定
さ
れ
た
こ
と
に
準
じ
、
議
員
、
村
長
な
ど
の
特
別
職

や
職
員
の
期
末
手
当
を
減
額
す
る
条
例
改
正
案
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

�

《
全
員
賛
成
》

　

消
防
庁
に
お
い
て
非
常
勤
消
防
団
員
の
報
酬
等
の
基
準
が
定
め
ら

れ
た
こ
と
に
従
い
、
報
酬
等
を
改
定
す
る
条
例
改
正
案
が
提
出
さ
れ

ま
し
た
。

�
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全
員
賛
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》

令
和
４
年
４
月
１
日
か
ら

国
民
健
康
保
険
税
の

�

均
等
割
額
が
引
き
下
げ
に

消
防
団
員
の
報
酬
等
を
改
正

特
別
委
員
会
の
設
置

�

賛
同
得
ら
れ
ず
否
決

ウ
ク
ラ
イ
ナ
か
ら
の
ロ
シ
ア
軍
の

　
即
時
撤
退
と
平
和
的
解
決
を
　

　
　
　
　
　
　
　
求
め
る
決
議
可
決

期
末
手
当
を
0
・
15
月
分
減
額

議会議員、村長等の特別職の職員の期末手当の改正

６月期 12月期 合　計

現行

改正後
（令和４年度以降）

2.225月

⬇　　
2.150月

2.225月

⬇　　
2.150月

4.45月

⬇－0.15月
4.30月

一般の職員の期末・勤勉手当の改正

６月期 12月期
合　計

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

現行

改正後
（令和４年度以降）

1.275月

⬇　　
1.200月

0.95月

0.95月

1.275月

⬇　　
1.200月

0.95月

0.95月

4.45月

⬇－0.15月
4.30月　　

国民健康保険税の均等割額改定分

現　行 改正後

医 療 費 分 25,000円 ➡ 24,000円

後期高齢者
支 援 金 分  9,000円 ➡  8,400円

介 護
納 付 金 分 10,000円 ➡  9,000円

その他、軽減判定となった被保険者均等割額
も引き下げになります。

　

人
権
擁
護
委
員
と
は
…
法
務
局
と
連
携
し
て
人
権
相
談
を
受
け
た

り
、
人
権
侵
害
の
被
害
者
を
救
済
し
、
人
権
に
つ
い
て
関
心
を
も
っ

て
も
ら
え
る
よ
う
な
啓
発
活
動
を
行
っ
て
い
ま
す
。

中
島
由
美
子

提 

出 

者

　
　
　
　
　
　
　

村
内
バ
ス
並
び
に
防
災
行
政
無
線
の
村
民
利
用
最

適
化
を
調
査
検
討
す
る
特
別
委
員
会
の
設
置

提
案
理
由

《
賛
成
１
・
反
対
９
》

討
論

�

生
方
勇
二 

議
員

ま
ず
は
常
任
委
員
会
で

�

議
論
す
べ
き

　

村
内
バ
ス
は
、
過
去
に
試

験
運
転
を
実
施
し
、
そ
の
結

果
、
特
定
の
利
用
に
偏
り
、

効
果
が
期
待
で
き
な
か
っ
た

経
緯
が
あ
り
ま
す
。
そ
れ
ら

を
踏
ま
え
、
現
在
は
福
祉
タ

ク
シ
ー
券
等
で
対
応
し
て
い

ま
す
。
村
も
調
査
研
究
を
重

ね
て
い
く
と
答
弁
し
て
い
ま

す
。
防
災
行
政
無
線
は
、
技

術
的
な
改
善
要
素
が
多
く
、

こ
ち
ら
も
調
査
研
究
中
で

す
。
こ
の
こ
と
か
ら
特
別
委

員
会
の
設
置
は
、
提
出
者
も

所
属
の
総
務
産
業
建
設
常
任

委
員
会
で
議
論
の
上
、
必
要

の
可
否
を
判
断
す
べ
き
で
あ

る
と
考
え
反
対
し
ま
す
。

反
対

南
　
千
晴
、
清
水
健
一
、
小
野
関
治
義
、

善
養
寺
孝
、
生
方
勇
二
、
中
島
由
美
子
、

波
多
野
佐
和
子
、
三
俣
　
実
、
須
田
仁
美
、

齊
藤
将
史

提 

出 

者

　
　
　
　
　
　
　

本
村
議
会
が
平
成
７
年
に
決
議
し
た
核
兵
器
廃
絶

平
和
都
市
宣
言
の
趣
旨
に
鑑
み
、
ロ
シ
ア
軍
に
よ
る
攻
撃
や
ウ
ク
ラ

イ
ナ
の
主
権
侵
害
に
強
く
抗
議
す
る
と
と
も
に
、
ロ
シ
ア
軍
の
即
時

撤
退
と
政
府
に
平
和
的
解
決
を
求
め
る
こ
と
を
決
議
す
る
た
め

提
案
理
由

ウクライナからのロシア軍の即時撤退と
平和的解決を求める決議（要約）

　ロシアが隣国ウクライナへの軍事侵攻を開始したこ
とは、明らかに国連憲章及び人類の平和理念に違反し、
断じて容認できない。たとえいかなる理由があろうと
も軍事力を持って紛争を解決しようとすることは、民
主的な言論を通じて多様な価値観の融和を図り、市民
社会の健全な発展を目指す議会人として、決して看過
できない。
　よって、榛東村議会は、ロシア軍による攻撃やウク
ライナの主権侵害に強く抗議するとともに、世界の恒
久平和の実現に向け、ロシア軍が一日も早くウクライ
ナから完全かつ無条件で撤退することを
求める。併せて、政府にあっては、邦人
の安全確保はもとより、国際社会と緊密
に連携し、事態の平和的手段による早期
解決に向けた対応をされるよう求める。

清
水
氏
は
、
大
学
在
学
中
に
同
和
問
題
に
詳
し
い
教
授
に
師

事
。
昭
和
58
年
か
ら
平
成
15
年
ま
で
県
外
の
自
動
車
販
売
会
社

に
勤
務
。
現
在
は
外
国
人
と
接
す
る
仕
事
に
従
事
さ
れ
、
多
様

な
文
化
や
価
値
観
に
触
れ
な
が
ら
外
国
人
の
人
権
に
つ
い
て
も

理
解
と
見
識
を
備
え
て
い
る
。　
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財産
の
取得

防
災
中
枢
機
能
施
設
の

（
公
民
館
と
給
食
セ
ン
タ
ー
の
複
合
施
設
）

�

用
地
を
取
得

　
防
災
中
枢
機
能
施
設
整
備
事
業
の
公
共
用
地
と
し
て
、
財
産
を

取
得
す
る
議
案
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

�

《
全
員
賛
成
》

　
国
の
12
月
補
正
に
よ
る
交
付
税
の
追
加
の
ほ
か
、
収
入
額

や
事
業
費
の
確
定
ま
た
は
確
定
見
込
み
に
よ
る
増
減
、
年
度

内
に
支
出
が
終
わ
ら
な
い
見
込
み
の
事
業
費
を
翌
年
に
繰
り

越
す
も
の
な
ど
の
補
正
予
算
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

土　　地 １７,１８１．８３㎡

取得価格 ２億１７４８万９１４円

所 在 地 新井字堀之内の１８筆

補正
予算

年
度
末
の
事
業
の
確
定
な
ど
で
減
額

�

教
育
施
設
整
備
等
に
１
億
円
積
立

令
和
３
年
度

　

一
般
会
計

1億7409万1千円
減 額

歳出
マイナンバーカードで転入転出
手続きを行うシステム改修費 123万円

インフルエンザ等予防接種補助金 ▲492万円
小中学校の感染症対策事業 405万円
消防団出場手当 ▲600万円
農業用水電気料 ▲1250万円
教育施設整備基金積立金 1億円

不明水対策で更新した流量計

取得用地

主な予算内容 ※万円未満切り捨て
歳入
村税 2955万円
国からの交付税 １億1989万円
ため池耐震点検等の補助金 2489万円
ふるさと納税 ▲5000万円
財政調整基金の繰入金 ▲２億7805万円
農業用水維持管理基金繰入金 ▲1950万円

ふるさと納税の寄付件数は増えているが、
平均の寄付額が下がったため減額 消防団の出場手当の減額は火災出動や

訓練などが少なかったため


